
（平成２６年６月２５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認中国地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

厚生年金関係 6 件



                      

中国（広島）厚生年金 事案 3107 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

Ａ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 54年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 23年 12月 22日 

 申立期間に賞与の支払を受け、厚生年金保険料が控除されていたが、年

金事務所の記録に当該賞与の記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額の記録は厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されている。 

しかし、当該事業所が保管する賃金台帳及び申立人が所持する支給明細書

から、申立人は、申立期間に賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳及び支給

明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、150 万円（上限額）

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅し

た後に、申立期間に係る賞与支払届を年金事務所に提出しており、当該賞与

  



                      

に係る保険料を納付していないことを認めていることから、事業主は、当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

 

中国（岡山）厚生年金 事案 3114 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与

額に係る記録を、平成 17 年７月 12 日は 17 万 9,000 円、同年 12 月８日は 23

万 3,000円、18年７月 19日は 22万 8,000 円、同年 12月 14日は 21万 4,000

円、19 年７月 11 日は 21 万 2,000 円、同年 12 月 11 日は 20 万 9,000 円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 12日 

           ② 平成 17年 12月８日 

                      ③ 平成 18年７月 19日 

           ④ 平成 18年 12月 14日 

           ⑤ 平成 19年７月 11日 

                      ⑥ 平成 19年 12月 11日 

  私がＡ社に勤務していた時に支給された申立期間①から⑥までに係る賞

与の記録が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

  

    

  

  

    

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の取引銀行から提出された申立人名義の預金取引明細表には、申立

期間①から⑥まで（以下「申立期間」という。）において、申立人に「Ｂ」

の表記で入金された金額が確認できるところ、Ａ社から提出された申立期間

⑤及び⑥の賞与明細書の「銀行振込」に記載された金額は、当該期間の入金

額と一致している上、同社に勤務した複数の同僚から提出された申立期間に

係る賞与明細書及び当該同僚名義の申立期間に係る預金取引明細表により、

当該同僚は、申立人への入金日と同日に同社から賞与の支払を受け、当該賞

  



                      

与から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できること、

並びに同社の回答から判断すると、当該表記の入金額は賞与であったことが

うかがえることから、申立人は、申立期間において同社から賞与を支給され、

当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたもの

と認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の諸資

料において確認又は推認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成

17年７月 12日は 17 万 9,000円、同年 12 月８日は 23万 3,000 円、18年７月

19 日は 22 万 8,000 円、同年 12 月 14 日は 21 万 4,000 円、19 年７月 11 日は

21万 2,000円、同年 12月 11日は 20万 9,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付していなかった

ことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

中国（岡山）厚生年金 事案 3115 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与

額に係る記録を、平成 15 年６月 24 日は 24 万 4,000 円、同年 12 月 12 日は

18万 4,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 24日 

          ② 平成 15年 12月 12日 

 私がＡ社に勤務していた時に支給された申立期間①及び②に係る賞与の

記録が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の取引銀行から提出された申立人名義の預金取引明細表には、申立

期間①及び②（以下「申立期間」という。）において、申立人に「Ｂ」の表

記で入金された金額が確認できるところ、Ａ社に勤務した複数の同僚から提

出された「2003 年（平成 15 年）賞与１」、「同賞与２」表記の賞与明細書

及び当該同僚名義の申立期間に係る預金取引明細表により、当該同僚は、申

立人への入金日と同日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与から厚生年金

保険料を事業主により控除されていたことが確認できること、並びに同社の

回答から判断すると、当該表記の入金額は賞与であったことがうかがえるこ

とから、申立人は、申立期間において同社から賞与を支給され、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたものと認められ

る。 

 また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の諸資料にお

いて推認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 24 日

は 24 万 4,000 円、同年 12 月 12 日は 18 万 4,000 円とすることが妥当である。 

 

  

 



                      

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付していなかった

ことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



                      

中国（岡山）厚生年金 事案 3116 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与

額に係る記録を、平成 15 年６月 24 日は 25 万 6,000 円、同年 12 月 12 日は

30 万 8,000 円、16 年７月６日は 26 万 4,000 円、同年 12 月７日及び 17 年７

月 12 日は 28 万 4,000 円、同年 12 月８日は 31 万 5,000 円、18 年７月 19 日

は 28 万 6,000 円、同年 12 月 14 日は 32 万 1,000 円、19 年７月 11 日は 31 万

7,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 24日 

           ② 平成 15年 12月 12日 

                      ③ 平成 16年７月６日 

           ④ 平成 16年 12月７日 

           ⑤ 平成 17年７月 12日 

                      ⑥ 平成 17年 12月８日 

           ⑦ 平成 18年７月 19日 

           ⑧ 平成 18年 12月 14日 

           ⑨ 平成 19年７月 11日 

  私がＡ社に勤務していた時に支給された申立期間①から⑨までに係る賞

与の記録が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

  

    

  

  

    

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の取引銀行から提出された申立人名義の預金取引明細表には、申立

期間①から⑨まで（以下「申立期間」という。）において、申立人に「Ｂ」

の表記で入金された金額が確認できるところ、Ａ社から提出された申立期間

⑨の賞与明細書の「銀行振込」に記載された金額は、当該期間の入金額と一

  



                      

致している上、同社に勤務した複数の同僚から提出された申立期間に係る賞

与明細書及び当該同僚名義の申立期間に係る預金取引明細表により、当該同

僚は、申立人への入金日と同日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与から

厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できること、並び

に同社の回答から判断すると、当該表記の入金額は賞与であったことがうか

がえることから、申立人は、申立期間において同社から賞与を支給され、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたものと

認められる。 

  また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の諸資

料において確認又は推認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成

15 年６月 24 日は 25 万 6,000 円、同年 12 月 12 日は 30 万 8,000 円、16 年７

月６日は 26万 4,000 円、同年 12月７日及び 17年７月 12日は 28万 4,000円、

同年 12 月８日は 31 万 5,000 円、18 年７月 19 日は 28 万 6,000 円、同年 12

月 14 日は 32 万 1,000 円、19 年７月 11 日は 31 万 7,000 円とすることが妥当

である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付していなかった

ことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

  



中国（山口）厚生年金 事案 3108 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 45年３月８日から同年４月１日まで 

 高校を卒業した昭和 45 年３月に、Ａ社Ｂ支社（現在は、Ｃ社Ｄ支社）の

Ｅに入学し、約３週間の入社前の研修を受講した。 

当該期間に係る厚生年金保険の被保険者の記録が無いので、記録を訂正し

てほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社が保管している申立人に係る履歴カード及び個人履歴書から、申立人は、

昭和 45 年３月４日にＡ社Ｂ支社に臨時雇用員として雇い入れられ、同年３月

28日までＥの初等課程を受講していることが確認できる。 

しかし、当該事業所は、Ｅで研修を受講する従業員を厚生年金保険に加入さ

せていたかどうかは不明としており、申立人の厚生年金保険料の控除について

も、資料が無いため確認できないとしている。 

また、Ａ社の関係組織は、「Ａ社から、支払いに関する資料等一切が保存期

間超過のため承継されておらず、申立人の申立期間の事実関係を確認できな

い。」と回答している。 

さらに、申立人が記憶する２人の同僚は、申立人と同様に昭和 45 年４月１

日にＦ共済組合（現在は、Ｇ共済組合）の被保険者としての資格を取得してお

り、それ以前に厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、Ａ社Ｂ支社に

おいて同年３月に厚生年金保険の被保険者資格を取得している 59 人のうち被

保険者期間が１か月未満の者は雇用形態が異なると推測される２人（女性）以

外に見当たらない。 

このほか、申立人が、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに保険料が控



除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（広島）厚生年金 事案 3109 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 28年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 57年 10月 31日から同年 11月１日まで 

Ａ社に契約社員として昭和 57年 10月 31日まで勤務したにもかかわらず、

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、申立人は厚生年金保険の被保険

者資格を昭和 54年５月１日に取得し、57年 10月 31日に喪失しており、当該

記録はオンライン記録と一致していることが確認できる上、Ａ社に係る雇用保

険の被保険者資格の取得は 54年５月１日、離職は 57年 10月 30日と記録され

ており、これら３つの記録（厚生年金保険被保険者名簿、オンライン記録及び

雇用保険）が一致している。 

また、申立人は、Ａ社に契約社員として昭和 57年 10月 31日まで勤務して

いたと申し立てているが、当該事業所には関連資料が保管されておらず、申立

人の勤務期間及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

さらに、申立人が記憶する同僚に電話聴取及び文書照会を行ったが、申立人

を記憶している同僚はいるものの、申立期間において、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険料の控除について具体的な供述を得ることができない。 

このほか、申立人が、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに保険料が控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（広島）厚生年金 事案 3110 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 13年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 42年 10月１日から 45年 12月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に昭和 31年４月から 48年 12月まで勤務し

ていたが、42年 10月から 45年 11月までの期間の標準報酬月額が前後の期

間の標準報酬月額に比べて低額になっていることに納得できないので、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録から、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

た昭和 43 年１月４日と同日に同社本社で厚生年金保険の被保険者資格を取得

した者のうち、同社Ｃ支店において 42年 10月に標準報酬月額の定時決定が行

われた記録を有する者は、申立人を含めて 67人いることが確認できるところ、

そのうち申立人を含め 36人の標準報酬月額が従前（昭和 41年８月の随時改定

又は同年 10 月の定時決定）の標準報酬月額より低額で記録されていることが

確認でき、申立人のみが低額で届け出られた状況はうかがえない。 

また、Ｂ社が保管している申立人の厚生年金保険被保険者台帳から、申立期

間の標準報酬月額の記録は、オンライン記録と一致していることが確認できる

上、同社は、「申立期間当時の賃金台帳、源泉徴収簿等は残っていない。」と回

答しているほか、申立人は、申立期間の給与明細書等を所持していないことか

ら、申立人が主張する申立期間の報酬月額及び厚生年金保険料控除額について

確認できない。 

さらに、Ａ社Ｃ支店における申立人の厚生年金保険被保険者原票及び同社本

社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、申立人の申立期間の標準報酬月額の

記録は、オンライン記録と一致していることが確認できる上、申立人の標準報

酬月額が遡及して訂正されるなどの不自然な訂正が行われた形跡も認められ



ない。 

加えて、上記申立人を除く 66 人のうち、申立人が記憶している同僚及び連

絡先の判明した者（合計 12人）に文書照会を行ったところ、10人から回答が

あり、そのうちの２人が、「給与額が下がったことはないが、年４回支給（６

月、９月、12月、３月）されていた賞与（当時は、臨時給与と言っていた。）

が、年３回支給（６月、12 月、３月）に変更になったことがあった。賞与の

支給回数が減少しても年収額は減少しなかった。」と回答しているところ、昭

和 29 年法律第 115 号厚生年金保険法の第３条第１項第５号ただし書及び 36

年１月 26 日付け厚生省保険局長通達「健康保険法、船員保険法及び厚生年金

保険法における標準報酬の範囲について」において、名称は異なっても同一性

質を有すると認められるものが、年間を通じ４回以上支給される場合は、報酬

に該当することと定められている一方で、上記同僚の回答から判断すると、賞

与が年３回に変更されたことが推認でき、報酬月額の算出方法が変更になった

ことがうかがえる。 

  このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



中国（鳥取）厚生年金 事案 3111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 56年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年３月 31日 

Ａ社において、申立期間に賞与の支払を受け、厚生年金保険料が控除され

ていたと記憶しているが、年金事務所の記録に当該賞与の記録が無いので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細書から、申立人は、申立期間に賞与の支払を受

けていたことが確認できる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づく標準賞与額の記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

申立人の賞与から厚生年金保険料を控除していた事実が認められる場合であ

るとされているところ、当該事業所から提出された賞与明細書によると、申立

人の賞与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、当該事業所から提出された申立人に係る勤務個人表及び当該事業所の

回答から、申立人は申立期間に育児休業を取得していたことが確認できるが、

厚生年金保険法第 81 条の２では、事業主の申出により、被保険者の育児休業

期間中の保険料を免除する旨規定しているところ、当該事業所は、「社会保険

事務所（当時）に申立人の申立期間に係る育児休業申出書を提出したかどうか

は不明であり、提出を確認できる資料は無い。おそらく提出をしていないと思

われる。」と回答している上、オンライン記録に申立人の申立期間に係る育児

休業取得の記録が無いことから、申立期間は、同規定に基づく育児休業期間に

係る保険料が免除される期間とは認められない。 

なお、申立人に係る申立期間の標準賞与額の記録は、当該事業所が当該賞与

に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を、保険料を徴収する権利が



時効により消滅した後の平成24年10月に年金事務所に提出していることから、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額とならない記録とされている。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除されていたこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 



中国（岡山）厚生年金 事案 3112 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者であったものと認め 

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 56年１月 27日から同年４月１日まで 

私は、昭和 54年３月から 56年３月末日までＡ社に勤務したが、同社が閉

鎖することに伴い、同社の業務を引き継いだＢ社を事業主の弟が新たに立ち

上げ、同社に同年４月１日付けで移籍した。 

しかし、私が所持しているＡ社から給与が支給された昭和 56 年１月分か

ら同年３月分までの給料支払明細書には、厚生年金保険料が控除されている

ことが確認できるにもかかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録

が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する給与支払者の記載が無い給料支払明細書、Ａ社の取締役で

後のＢ社の代表取締役の回答及び同僚の供述から、申立人は、申立期間におい

て、従前のＡ社又はＢ社に関連する業務に従事し、給与の支給を受け、申立期

間の厚生年金保険料を控除されていたことが確認できる。 

一方、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人

の被保険者資格喪失日は、当初、昭和 56 年４月１日とされていたものが、後

に同年１月 27 日に訂正されていることが確認できるところ、同社の商業登記

簿謄本によると、同社は同年１月 26 日に株主総会の決議により解散している

ことが確認できる上、オンライン記録により、同社は、解散日の翌日である同

年１月 27 日付けで厚生年金保険の適用事業所でなくなっていることが確認で

きることを踏まえると、当該資格喪失日の訂正処理は事実に即したものである

と考えられる。 

また、Ａ社の代表取締役は既に死亡しており、同社の監査役で社会保険事務

を担当していたとするその妻に申立期間当時の状況について照会したが、回答



が得られない上、上述の同社の取締役で後のＢ社の代表取締役は、「当時、私

は会社の経営に関与していなかったので、よく分からない。」と回答している

ことから、申立期間当時のＡ社に関連する業務の事情について確認することが

できない。 

さらに、Ｂ社の商業登記簿謄本から、同社は昭和 56 年３月１日に商号を同

社の商号に変更していることが確認できるものの、オンライン記録から、同社

は、申立期間後の同年８月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていること

が確認できる。 

なお、申立人及び同僚は、申立期間において、申立人は、Ａ社に勤務してい

た旨供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において厚生年金保険の被保険者であったものと認めること

はできない。 



中国（鳥取）厚生年金 事案 3113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 44年４月１日から 45年 12月１日まで 

 私は、昭和 44年４月から 45年 11 月までＡ団体の契約職員として、Ｄ公

共団体Ｂ事務所Ｃ課（以下「Ｃ課」という。）で勤務したが、申立期間に係

る厚生年金保険の記録が無い。 

 Ｃ課において一緒に勤務していた同僚はＤ公共団体の職員であったが、私

の給与はＡ団体から支給されていたと思うので、調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＣ課で一緒に勤務したとする同僚５人に関する具体的な供述並び

に申立期間の始期である昭和 44 年４月１日時点における当該同僚の所属部署

及び職名に係るＤ公共団体の回答から判断すると、申立人は、勤務時期は特定

できないものの、Ｃ課内において勤務し、同課の業務に従事していたことがう

かがえる。 

しかしながら、申立人は、Ｃ課で勤務していた時の雇用は、Ａ団体の契約職

員であったとしているところ、同団体は、「申立期間当時の非常勤職員を含む

全ての職員に係る人事及び雇用に関する資料を確認したが、申立人に係る資料

は無いため、申立人が、申立期間において、当団体に在籍していたかは不明で

ある上、当時、当団体に在籍する職員がＢ事務所内にて勤務することは無かっ

た。」と回答している。 

また、申立期間当時、Ａ団体に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

る複数の者に照会したが、全員が申立人を覚えていないとしている上、うち二

人は、｢Ａ団体の職員がＢ事務所で勤務することは無かった。｣と供述している。 

さらに、Ａ団体の回答及び申立期間当時に同団体の社会保険事務に携わって



いたとする者は、「当時、Ａ団体の職員が少なかったため、同団体がＤ公共団

体に業務を委託していた。」としており、申立人がＤ公共団体の非常勤職員と

して勤務（給与支払者がＤ公共団体）していた可能性が考えられるところ、同

公共団体は、｢申立期間当時の正規職員以外の身分で雇用された職員に係る書

類を確認したが、申立人の記録は無かった。｣としている。 

加えて、申立人は、申立期間当時、技術職であったとする二人の名前を挙げ、

当該技術職の補助者として勤務したとしているところ、当該技術職であったと

する一人は申立人を覚えていないとしているほか、別の一人は所在を確認する

ことができないことから、申立人の申立期間における勤務状況等について供述

を得ることができない。 

その上、Ｄ公共団体は、「申立期間当時、Ｂ事務所の部署で非正規職員とし

て勤務していた者は、同事務所で厚生年金保険に加入させていた。」としてい

るところ、申立期間において、Ｂ事務所における厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる二人は、「Ｂ事務所のＣ課以外の部署に勤務していたため、申立

人を知らない。」としている。 

また、Ａ団体及びＢ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認

したが、申立期間において申立人の名前は見当たらない上、健康保険の整理番

号に欠番も無い。 

このほか、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、ほかに

保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 




